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調 査 研 究 の 目 的 

近年、全国的に梅毒患者が増加している。本県においても、2023
年 5 月末時点での累積届出数は、昨年の約 2.5 倍となっており、今
後も増加が懸念される。梅毒は、血清学的な検査が一般的で、菌の
培養が困難であることから、遺伝子検出や疫学的な解析についての
研究は、国立感染症研究所等の一部の研究施設で実施されているの
みである。本県における流行状況等を把握するため、梅毒陽性検体
の確保を行い梅毒の遺伝子検出を検討し、分子疫学的な解析を実施
する。 

調査研究の進捗状況 
 

これまでの成果や問題点等を 

含む。  

令和 4 年度は、倫理審査委員会の許可がおりた後、5 か所の医療
機関に共同研究者として協力いただき、35 名の梅毒陽性患者から
検体が得られた。令和 4 年度の宮崎県の梅毒発生届出数は 139 件
であったため、約 25％の患者から検体を回収した。 

遺伝子検査は、Orle Ka らの方法 1)を用いて梅毒トレポネーマの
主要特異抗原とされる TpN47 をコードする遺伝子及び Liu H らの
方法 2)を用いて梅毒トレポネーマの DNA polymerase 遺伝子内の
菌種特異領域を検出する方法を実施した。なお、上記の方法がいず
れも陰性だった場合には、Wang C らの方法 3)を改変した Nested 
PCR 法を行った。遺伝子検査の陽性率は、浸出液が 60％（6／10
件）、唾液が 60％（21／35 件）、血液が 20％（1／5 件）であっ
た。 

令和 5～6 年度については、引き続き検体の回収を続けるととも
に、陽性検体の遺伝子型別の実施、感染性の確認を実施する。 
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